
党内民主とその限界

－ 代表大会「常任制」改革を中心に －

　諏訪一幸

１．はじめに

　１９４９年１０月の建国以降、中国では共産党による一党体制が今に至るも続いている（以下、

「党」及び「共産党」はいずれも中国共産党をさす－筆者）。しかし、この事実は、過去半世紀以上

にわたって中国を特徴付けてきた政治体制の内実に何ら変化がなかったことを意味しない。なぜ

なら、制度レベルでの変化は確実に起こっているからである。例えば、権威主義体制下にある中

国では民主主義体制につながる体制変容は起こっていないが、政治領域での本質的変容（構造

変動）は確認できるとする見解がある。毛沢東時代の「一元的、非制度的政策決定の構造」が、趙

紫陽時代には「非公式組織・テクノクラートやブレインによる政策決定への関与」へと移行し、江沢

民時代には「官僚組織、テクノクラートによる制度的決定」が見られるようになったとするものであ

る1 。

　筆者も、改革開放期においては、限定的ではあるものの政策決定手続きの制度化や政策決定

過程の透明性向上が目指され、実施に移されてきたと評価している。例えば、江沢民が主導した

第１５回党大会以降、党大会報告（いわゆる「政治報告」）の作成プロセスと党大会代表（或いは

指導部）の選出プロセスの双方が公表されるようになった。それは、国内においては「６・４天安門

事件」、国際社会においては冷戦終結という大変動（鄧小平の言を借りれば「小気候と大気候」）、

さらにはＩＴ革命の波を受けて多様化する社会情勢を総括した結果、それにもかかわらず、あくま

でも一党体制を維持しようという決意表明（危機意識の裏返し）なのだと筆者は考える。党の構成

基盤（階層）を拡大させるための理論的根拠である「３つの代表」は、新たに入党を期待される

人々によって表出される民意を集約・調整するための指導思想でもある。本稿で取り上げる党内

民主という政策課題も、以上のような文脈においてとらえることができる。

　「中国ではこれまで民主を一つの作風として理解しすぎる傾向があったが、具体的制度に裏打

ちされたものでないと、民主の保障は難しい」2 。本稿は党内民主問題を主として制度改革の側面

から論じようというものである。

２．党内民主と政治制度改革

　党内民主を論じるにあたっては、中国共産党の「民主」理解をまず明らかにしておく必要があろ

う。なぜなら、その理解はまさに中国的特色を有する独自のものだからである。そこで、第一に指

摘すべき特徴は、労働者階級の前衛党であるとの自己規定と、その結果導き出される三権分立

の明確な否定であろう。第二に、結党直後から信奉されてきた民主集中制という組織原則である。

民主集中制とは、決定までの民主的議論と決定以降の集中的執行を旨とするものであるが、党の

歴史は、民主の軽視と集中の絶対視を明らかにしている。文化大革命の実質的な否定として始ま

った改革開放期の政策には、彼らが目指してきたはずの民主に対する復権という課題があった。



現在改革の俎上に上がっている党内民主問題に関する議論も、このような政治課題の一環

として理解すべきものであるが、その出発点は、第１６回全国代表大会開幕式（２００２年１１月８

日）において江沢民が行った政治報告3 に求められる。

　政治報告は第１０項「党建設の強化と改善」の中で党内民主に触れている。そこでは、全部で６

項ある「強化と改善」のための具体策の第３「民主集中制の堅持と健全化」において、「党内民主

は党の生命である」との表現で言及されている。ここには、「党内民主が実行に移されると民主集

中制が堅持・健全化され、党の指導力も強化・改善される」という流れが示されている。つまり、共

産党の「目的」はあくまでも党の指導力強化にあり、そのためには党内民主という「手段」を用いる

必要があると認識していることが判明するのである。

　それでは、党内民主実現のための具体的措置とはどのようなものなのだろうか。政治報告は「代

表大会制度と党委員会制度を完全なものにすることに重点をおく」としている。このことから、第１２

期党規約以降一貫して各級党組織の指導機関とされている代表大会と委員会の改革がまずは

目指されていることがわかる。そして、この後に、「（現在一部の）市・県で行われている党代表大

会常任制の実験地域を拡大する。（それを通じて）党代表大会閉会期間中でも代表としての役目

が発揮できるルートや形式を積極的に探る」、「党委員会全体会議の役割をさらに発揮させる」、

「党内選挙制度を改革し、完全なものにする」などのフレーズが続くのである。つまり、代表大会制

度改革については「常任制の拡大」、党委員会制度改革については「全体会議の役割強化」で、

さらには選挙制度改革などによって党内民主を具現し、発展させるのが党のねらいであることが

明らかになる。

　第１６回全国代表大会から約２年後の２００４年９月１９日、１６期４中全会において「党の執政能

力建設強化に関する中共中央の決定」（以下、「決定」）が採択された4 。これは、前述の政治報告

第１０項２にある「党の執政能力建設を強化し、党の指導レベルと執政レベルを向上させる」方針

の具体化を意図したものであるが、ここでも党内民主についての言及がある。すなわち、「決定」

第９項「党の執政能力向上を重点に、党建設における新しい偉大な作業を全面的に推進する」の

５「民主集中制を堅持、健全化し、党の団結と活力を強化する」がそれである。ここでも、党内民主

→民主集中制→執政能力強化（党指導力強化）の流れが看取できる（「決定」関連部分に対する

分析は後述）。

以上の考察から判明するのは以下の３点である。第１に、改めて指摘する必要もないほど基

本的ではあるが、極めて本質的な問題として、中国共産党が現在進めているのはあくまでも党内

に限定された民主であるということだ。第２に、この民主化方針は、党内という限定以外に、「実験

地域」というもう一つの限定詞を伴っている点である。例えば、代表大会常任制導入の実験実施

地域は、政治報告、「決定」ともに、一部の市県レベルに限定しているのである。筆者は２００４年１

１月、ある中国人研究者を通じ、党内民主の代表的モデル地域とされる浙江省台州市椒江区（同

区の党内民主情況は後述）での聞き取り調査実施可能性を打診したが、「実験段階なので外国

人によるヒアリングは遠慮願いたい」旨、丁重に断られた経緯がある。そして第３に、中国共産党

が目指す「民主」化の本質に関する問題である。これまで見てきたとおり、この民主化は共産党の

執政能力強化という目的を実現するための手段、従って、「民意を集約し、調整する」のもそうした



目的あってのものであった。党内民主化がもたらす結果は別問題として、党側が意図するのは一

党体制の強化なのである。党が民主主義体制への移行を展望しているわけでは決してないことを

確認しておきたい。

　このように、党内民主の歩みは極めて慎重なものである。しかし、それを実施するとの決意には

確固たるものがあるように思われる。なぜなら、改革推進の裏には一党体制維持に対する強い危

機感が存在しているからである。「決定」は、「執政党としての地位は生来のものではなく、一度の

苦労で永遠の安逸が保証されるものでもない」としている。また、かつて江沢民のブレインとされた

李君如（中央党校副校長）は、「いくつかの国における市場経済の発展経験から分かるように、一

人当たりの GDPが１，０００米ドルから３，０００米ドルの段階では、社会構造や経済構造が激烈に

変化し、利益矛盾が絶えず増加し、社会の安定さという問題が非常に突出する。わが国も恐らく

例外ではありえない」との厳しい認識を示している5 。「党の指導力強化を目指し、確固たる決意

の下で、慎重に進める」のが党内民主に見られる現時点での方向性だと言えよう。

３．党内民主改革の核心的課題－代表大会「常任制」－の歴史と実践

　政治報告にあるように、制度改革としての党内民主の政策課題は代表大会制度改革と、代表大

会によって選出される委員会を対象とした制度改革である。それは、党の各級指導機関である代

表大会と委員会（全国代表大会と中央委員会は「最高指導機関」。党規約第１０条３項）に権力機

関としてふさわしい権限と役割を付与し、それを発揮させるという考え方に基づくものである。

　委員会が代表大会によって選出され、委員会は代表大会に責任を負うという党規約から判断す

れば、両者はいずれも指導機関とされてはいるものの、後者が前者の上位にあるのは明白である。

しかし、現在の制度改革議論をリードする論客の１人である王貴秀（中央党校教授）が指摘すると

おり、現行制度では代表大会に付与された権限が委員会や同常務委員会、甚だしきに至っては

法的位置づけが不明確な「工作会議」や「拡大会議」によって代行されてきている。その上で、王

は、こうした不正常な事態を招いている根本的原因は代表大会が非常任制であることにあると結

論付ける6。

　本節では常任制の歴史とその実践例について考察されるが、議論を進めるのに先立ち、現在

の党内民主を論じるに際して中国で使用される「常任制」概念を「“党代表大会年会制”と“党代

表常任制”、そして、この２つに実体を伴わせるための周辺措置から構成される制度の総称」と定

義しておく。

（１）歴史

　歴史について語ることができるのは、中国共産党史上、常任制導入が試みられた経緯が過去に

おいてあるからに他ならない。建国後初めて開催された第８回全国代表大会（８全大会）で、常任

制（ただし、その実質は年会制）導入の試みがなされたのである。

　１９５６年４月２８日、毛沢東は中央政治局拡大会議の席上、全国代表大会が４５年６月以降１０

年余りにわたって開催されていないことに言及した後、「人民代表大会の方法にならって、党常任



代表（制度）を設けたらどうか。（中略）。常任代表を設けるメリットは、１年１回代表大会を開けるこ

とにある」と述べ、常任制導入への道筋をつくった7 。これを受けて、８全大会開幕翌日にあたる５

６年９月１６日、「党規約改正に関する報告」を行った鄧小平は、民主集中制に関する部分で党内

民主推進において常任制の占める重要性を次のように指摘した。「（全国・省・県という３つのレベ

ルで代表大会を毎年それぞれ一回開催するという）常任制には代表大会を党の最高決定機関と

し、最高監督機関とする点に最大のメリットがある」、「（常任制導入によって）党内民主は大きく発

展する」8 。そして、以上の経緯の後に改正された党規約は、その第１９条２項で「党の最高指導

機関は全国代表大会であり、地方においては地方各級代表大会である」とするとともに、全国代

表大会、省級代表大会及び県級代表大会会議を「毎年１回開催する」（第３１条、第３８条、第４３

条）としたのである9 。実際これ以降、チベットを除く全省・市・自治区及び１，５００前後の県級党

組織で、代表大会常任制導入に向けた動きが見られた10 。全国レベルでは、５８年５月に、第８

回全国代表大会第２回会議が開催されている。

　常任制はこうして第一歩を踏み出したが、大躍進以降の政治的混乱の中でほどなく有名無実

化する。これが復活したのは改革開放が始まって約１０年経ってのことである。党中央の関連部門

は８０年代末以降、浙江や黒龍江など５省の１２県・市・区で、党代表大会常任制（これは、５０年

代に比べ幾分体系的なものである）を実験的に導入した。しかし、１６全大会前の時点ではこれが

５ヶ所にまで減少、現在は浙江省台州市椒江区（旧椒江市）、湖北省羅田県、四川省雅安市、広

東省深圳市宝安区などで試験的に行われているにすぎない11 。

　５０年代末に導入された常任制は、党規約に書き入れられたという点では党内民主の実践過程

における大きな前進ではあったが、実態は年会制段階に止まり、しかも実施に移されていた期間

も２年程度と極めて短かった。これに対し、現在の常任制は党規約上での復権は未だ果たしてお

らず、また実験段階に過ぎないものの、そこで示される具体的方向性は、５０年代をしのぐもので

ある。例えば、現時点で唯一常任制問題を扱った党内文書である「決定」には、主として以下のよ

うな方針が示されている。第１に、常務委員会の活動に対する党委全体委員会（全委会）による

監督制度の構築がある。第２に、代表大会代表による提案制度の構築があげられる。これは、党

大会閉会中でも代表としての役割を果たせるような制度構築を目指したもので、それに実体を伴

わせるための付随的措置として、提案処理と回答システム構築の必要性にも言及されている。第

３に、全委会開催に先立って一般代表の見解を求める制度や、全委会への一部代表の列席を認

める制度の導入である。これらのうち、第１は委員会制度改革のための、第２、第３は党代表常任

制のための措置である。

　ところで、約１５年の間に実験地域が半分以下にまで減少したのはなぜなのだろうか。趙紫陽主

導の１３大路線につながるものとして批判されたのだろうか。それとも、周辺措置を含めると改革が

余りに煩雑なために敬遠された結果なのだろうか。こうした疑問に正面から回答を与える言論に

筆者は未だ接していないが、１３全大会に先立つこと５年、第１２回全国代表大会党規約起草作

業を主導していた胡喬木（当時中央書記処書記。１２期１中全会で政治局委員に昇格）が常任制

（年会制）導入に批判的だったという指摘は、この問題を考える上で一定の判断材料となる。胡は、

同期党規約が常任制を定めた８期党規約の方針を踏襲しなかった理由を以下の３点にまとめて

いるのである。第１に、常任制を定めたにもかかわらず全国代表大会が２回しか開催されなかった



のは、常任制の有効性に問題があるからに他ならない。第２に、党全国代表大会は、全人代と異

なって、ある一定期間の路線や基本方針を定めることに目的があるので、毎年開催する必要はな

い。第３に、常任制導入によってもたらされる様々な問題に明確な回答を与えるのは難しく、かえ

って党委工作に無用な面倒をもたらす。しかし、その後、このような考え方は国内の学者などから

厳しく批判されている12 。

（２）実践例

　ここでは、代表的実験地域である浙江省台州市椒江区の事例をとりあげ、党内民主制度改革

の実態を考察する。ちなみに、同区は県級行政区であるが、浙江省では既に省内全ての郷鎮級

党組織で代表大会年会制が導入されているという13 。

　改革導入に至った背景及び経緯とは概ね次のようなものである。１９８８年下半期、中央組織部

と浙江省党委員会は、椒江区（当時は椒江市）での代表大会制度改革実験実施を決定した。制

度改革に向けたスタートが切られたのは同年１２月の代表大会であったという。改革によって目指

されたのは、党規約に従うと本来ならば「執行機構」に過ぎないはずの党委常務委員会が実際に

は最高権力機関となり、逆に「指導機関」であるはずの代表大会とそれによって選出された党委

員会が常務委員会の付属品になってしまっているという現実を、如何にして改めるかという点にあ

った。

　最も重視されたのは常任制改革である。解説資料によると、椒江区党委員会は全国でも最も早

く常任制を導入した党組織で、しかも、今日に至るまで一度たりともこの実験を中断させたことの

ない全国唯一の党組織である。そして、約１５年に及ぶ実験段階を経た後の２００３年１月、常任

制は正式制度として認められるに至る。

　常任制の中核は代表常任制と大会年会制である。代表常任制が意図したのは、代表の任期が

市党委員会と等しい点を明確にすることにより、３年間（或いは５年間）でわずか１回、しかも数日

間程度しか開催されない会議に出席するためだけの代表だったという従来の形を改め、大会閉

会期間中もその職責を果たすことを可能とするような制度構築を目指した点にある。常任制のもう

１つの柱である年会制の導入も基本的には同じ発想、すなわち、指導機関としての役割を果たし

うる制度の構築を目指すとの発想に基づくものである。なお、党規約上での「任期」の取り扱いに

ついて言及しておくと、８期は代表大会（対象は代表）とそれが選出する委員会（対象は委員）の

いずれについても「任期は何年」という表現が用いられていたが、１２期以降は委員会については

依然として「任期」とされているのに対し、代表大会については「任期中に１度開催」という方針に

変わっている。このような規定が、代表大会を上回る権威を委員会に与える根拠ともなっている。

そして、全委会が開催されるのはまれであることから、例えば中央の場合、実際には「中央政治局

と同常務委員会が中央委員会の職権を行使する」（党規約第２２条）ことになるのである。

　椒江区の事例によると、広義の常任制（狭義の常任制にその周辺措置を加えたもの）は次の５

つの制度によって構成される。第１に、党代表選挙制度改革である。これは代表数の削減、小選

挙区制度、候補者推薦方法の多様化、差額率の拡大などからなる。第２に、党代表大会年会制

の導入である。第３に、党代表常任制がある。これに関連して、椒江区には、各代表の活動を常



時サポートするための制度として、区党委組織部副部長が主任を兼任する「党員代表連絡弁公

室」が設けられた。第４に、区委員会工作制度改革が行われた。常務委員会が廃止され、党委員

会を構成する各委員がそれぞれの担当分野の責任を負うという「委員会制度」が導入された。こ

の改革により、委員３７名、うち常務委員が９名という従来の体制を１２名（その後は１３－１５名）の

委員からなる新体制に改めた。これは、下部に多くの基層組織をもつ県級レベルでは指導機関

を簡素化して意思疎通をスムーズに行う必要があるとの判断に基づくものである。そして第５に、

代表と党員の連絡制度構築がある。一般党員との交流を強化することにより、代表には彼らの声

をより政策に反映することが要求された。

　周辺措置の中では、委員会（全委会）に対する監督を強化するという要素がとりわけ重視された。

それは、常任制導入によっていかに代表大会機能を理念的に強化したとしても、依然として日常

の政策決定機関であり続ける党委員会に対する監督を効果的に行わない限り実質的成果は得ら

れないからに他ならない。既述のとおり、椒江区では常務委員会廃止に伴い、党の指導機構は

代表大会と委員会という２段階制度に改められ、重要事項は代表大会年会で決定されるようにな

った。そして、従来は年１回、多くとも２回しか開催されなかった全委会が党の日常工作を指導す

るとともに、代表大会の決議を貫徹、執行することとなった。ここに監督の必要性が生じるのである。

委員個人に対する監督としては、代表大会代表によって年１回行われる信任投票制度の導入や

委員の組織関係（日常的党活動の基盤）の基層組織への移行がある。次に、委員会組織に対す

る監督を強化するため、代表大会準備作業への代表の早期参画が計られている。これは、大会

議題や主要人事は大会が始まる前の委員会準備段階で決定することが多いので、この間のプロ

セスに対する代表の関与を強化するとの発想に基づく措置である。全代表をいくつかのグループ

に分け、委員会はこれらグループの行った提案に基づいて各種決定を行うというシステムを導入

したことも、委員会に対する監督強化措置としてとらえることができる。

　以上が椒江区における党代表制度改革の概要であるが、椒江区同様に注目されている湖北省

羅田県の改革事例についても簡単に触れておきたい。２００３年２月、湖北省委によって党代表大

会常任制実験地域に指定されたことを受け、同県では様々なシステムが導入されたが、選挙制

度改革は現地の党幹部にとって脅威として受け止められたという。それは、党代表に選出されな

いと党委委員にも書記にもなれなくなったからである。同年６月に上級党委である黄岡市委の任

命で着任したばかりの県党委書記は、１１月の代表選挙前日、緊張で「眠れない夜」を過ごした。

同人は幸いトップ当選を果たしたが、県下の某鎮では８名の党委委員中４名が落選するという憂

き目に遭った。なお、同人によると、一連の改革によって、「県委書記が権力を一身に集め、常務

委員会が県委の権力中心をなす」という情況は過去のものとなったという14 。

４．改革の全体像と問題点

　政治報告と「決定」で示された党内民主を制度改革の側面から考察した際の最大の焦点は、代

表大会と党委員会（全委会）のそれぞれをどのような権限を持つ機関に改めるかにある。その結

果、前者については常任制（主として代表大会年会制と代表常任制）によって指導機関としての

権限を付与し、後者については、代表大会による効果的監督とその他の措置で、全委会をして執

行機関として機能させることによって、党内民主を推進させることが目指されている。このような方



針に従って、１５年以上に及ぶ実践が行われてきたことを椒江区の事例で確認することができた。

こうした方向性は、軍内党委工作を扱った党内規定としては建国後初めてのものとされる「中国共

産党軍隊委員会工作条例（試行）」（条文未発表）においても、例えば、全委会の役割を強調する

などの形で示されている15 。

　本節では、個別の制度改革に対する考察をさらに深めることで改革の全体像を浮かび上がらせ

ることと、そこに見られる問題点を明らかにすることが意図される。

　まず、選挙制度改革について取り上げる。政治報告は改革の必要性に言及し、「決定」では候

補者提案制度改革、差額推薦及び差額選挙実施の範囲と比率の適度な拡大、選挙で選ばれた

指導的幹部を対象とした任期中の異動抑制方針、基層党組織の指導メンバー選出を対象とした

直接選挙範囲の漸進的拡大といった具体策が提示されている。

　選挙制度改革に伴う問題点及び今後注目すべき点として、筆者は以下の３点を指摘したい。

　第１に、現場や研究者からは、「決定」に示された基層党組織「メンバーの直接」選挙方針に比

して、より具体的かつ急進的とも言える「書記や副書記を対象とした差額」選挙の導入を求める声

が出ていることがあげられる16。この主張（及び前述の湖北省羅田県のケース）は、書記及び副書

記選出に際しての信任（等額）選挙、候補者選出に際しての事前協議や前期委員会の関与、そ

れら候補者に対する上級党組織の審査・同意及び全委会による選挙などを特徴とする現行選挙

制度とは相容れないものである17 。つまり、基層での選挙制度改革は、これを突き詰めて考えると、

党の現行幹部管理制度全体に影響する見直しにつながりうる。このような壮大な改革を実施に移

すことは果たして可能なのだろうか。

　第２に、人代との関係に影響する問題がある。現時点での改革はあくまでも党内に限定されて

おり、従って、「決定」にある「任期中の異動抑制」の対象も、当然のことながらその職務は党内職

務である。ただ、こうしたスタイルが根づくと、人代がひとたび決定した政府関連人事案件は、そ

れが元々は党の提案によるものであっても、現在行われているような任期期間中の「自由な首の

すげ替え」は不可能になるという論理的帰結が導き出される18 。これは人代の地位強化につな

がる可能性を秘める。そもそも、人代の地位向上は改革開放期の一貫した党方針ではあるが、党

権力との比較においては、これもあくまでも相対的なものに過ぎない。近年、党書記による同級人

代委員長ポストの兼任が推進されているが、これは、選挙制度改革がもたらす衝撃を和らげるた

めの対抗措置としてもとらえられよう19 。

　党内民主推進を理論面から大局的に説き続けている胡偉（上海交通大学国際与公共事務学

院教授）は、差額選挙制度の普及を強く主張している。胡のロジックは次のようなものである。

「（議論を中央に限定すると－筆者）中央政治局と常務委員会が重要事項を決定しているのが現

実である。こうした現実に基づいて党内民主化の途を考えると、それを選出する中央委員会及び

中央委員会を選出する全国代表大会の選挙機能を強化すべきである。そして、その際の選挙方

式は、『異なった政策傾向や様々な党内意見を有効に集約・調整するための制度化されたルート

を提供し、一層有効に利益の総合化を図る』ものでなければならないことから、差額選挙である必

要がある。やがて条件が満たされた時は常務委員選出選挙にもこの制度を導入すべきである」20 。



しかし、既得権益を失う恐れのある改革を断行する決意が党最高指導部にあるのだろうか。また、

代表大会の指導的地位をより重視するとの立場にたてば、「中央指導者は中央委員会において

ではなく全国代表大会で任免すべき」との主張が出てくるのも自然な流れである21 。改革断行へ

の意志と選出に対する自信が指導部にありさえすれば、この程度の改革に際する技術的困難性

はそれほど高くないのかも知れない。既定方針実現のための直接の説得工作対象が増えると言

っても、せいぜい６倍程度（中央委員及び同候補委員から代表全員へと拡大）に止まるからであ

る。しかし、最高指導部の示した新たな政治スタイルの影響はやがて基層部にまで及び、党の権

力基盤を大きく揺さぶるであろうことから、このような方針が直ちに示される可能性は極めて低いと

言わざるをえない。

　次に、監督問題について補充考察する。

　党委書記など各級主要指導者個人に対する監督強化に主眼が置かれた党内規定として、２００

４年２月１７日に「中国共産党党内監督条例（試行）」が公表された。しかし、それによって果たして

成果が上がるかははなはだ疑問と言わざるを得ない。なぜなら、第６条３項は「党委員会が同級

常務委員らを監督する」としているが、同級党組織による幹部監督にはそもそも限界があるからで

ある22 。条例を離れ、紀律検査体制一般についてみても同様のことが言える。つまり、各級紀律

検査委員会が「同級党委員会と上級紀律検査委員会の二重指導を受ける」（１２期以降の規定。

党規約第４３条。中央紀律検査委員会については「中央委員会の指導」）うえ、「常務委員に関連

する問題は、同級党委員会に報告した後、上級紀律検査委員会に報告し批准を求める」（１４期

以降の規定。同第４４条）からである。もっとも、巡視組派遣制度（条例第２７条「中央及び省級党

委は巡視制度を設け、関連規定に基づき、下級党組織の指導グループ及びそのメンバーを監督

する」）の運用次第では、各級党政機関トップらへの監督効果が生れる可能性はある。条例に基

づいて中央紀律検査委員会と中央組織部が派遣している巡視組の主だったターゲットは、書記と

省長という２人のトップである。このような巡視組は２００４年１１月当時、全国５省で活動を展開して

いた23 。その意味で、巡視組派遣とあわせ、中央党組織と中央国家機関内の派駐機構に対する

「中央紀律検査委員会と監察部による統一管理と直接指導」が同年から全面実施されていること

が、どの程度の効果を挙げるかに注意を払い続ける必要がある24 。

　第２に、「監督者・被監督者関係における論理矛盾」という問題がある。例えば、全国代表大会

（監督者）は中央委員会（被監督者）報告を聴取し審議するが、その報告は自らが選んだ中央委

員会による報告ではなく、前期代表大会が選出した委員会の報告である。ある見解に基づくと、

常任制導入はこうした論理矛盾解決という観点からも意味のあることと認識されている25 。なお、こ

の問題を制度面からより厳格にとらえるならば、前期代表大会が同中央委員会の報告を聴取し採

択した後、新期代表大会を開催するというプロセスの構築が必要となる。

　「決定」で言及された新たな課題として、「指導部メンバーの建設」問題がある。「決定」第５項５

では「党政機構を規範化し、党委常務委員会の構成を改善し、党政指導メンバーの兼任を適度

に拡大し、指導的立場にあるポストを削減し、分担重複問題をしっかり解決し、職務が同じ或いは

近い党政工作部門を合併する」との方針が示されている。さらに、第９項３では「地方党委副書記

ポストの削減と常務委員による担当者責任制度実施」がうたわれている。これは、党委常務委員

による政府主要ポスト兼任の徹底化を進めることで、機構簡素化と党の指導力強化という２つの



目的を同時達成しようという、一石二鳥的発想に基づくものであろう26 。しかし、このような兼任の

勧めは、その成果は限定的ではあるものの、改革開放期の政治制度改革に通底する「党政分

離」の方針に反するのではなかろうか。

　以上が個別改革に対する分析であるが、一党体制を前提として得られる、より健全な党内民主

制度改革の着地点とは、代表大会制度の再構築、つまりその内部組織間の権力関係の調整・再

構築であるというのが筆者の結論である。党の歴史をひもとけば、８期党規約（第２１条）では「各

級代表大会が同級の最高指導機関である」旨規定される一方で、「代表大会閉会期間中は、代

表大会の選出した委員会が最高指導機関である」とされていた。それが１９６９年の９期以降、「各

級（最高）指導機関は代表大会と委員会である」と両者が併記されたことで、結局は委員会が代

表大会より高い地位を占め、最終的には書記に権力が集中するという「極めて不合理かつ不正

常」な情況が生まれたのである27 。

　では、現在の代表大会制度を最大限尊重した結果描かれる役割分担の青写真とは、一体どの

ようなものなのだろうか。筆者が考えるに、それは「党代表大会と党委全体会議が権力機構、常務

委員会は執行機構、紀律検査委員会は監督機構」といったようなものだろう28 。その際、紀律検

査委員会については、「党委員会も党紀律検査委員会も、いずれも党代表大会で選出されるの

だから、後者は前者に対してではなく、代表大会に対して責任を負い」、「上級紀律検査委員会

が下級紀律検査委員会を指導」できるシステムを構築する必要がある29 。

　これに対し、前出の王貴秀は、「党代表大会常任制度を真の常任制とするためには人代常務委

員会制度に似た『常設委員会』を代表大会に設ける必要がある」と、新制度導入の必要制を訴え

る30 。王によると、常設委員会は代表大会によって選出されなければならず、その格は党委員会

より高くなければならない。そして、常設委員会には代表大会閉会期間中を対象とした最高決定

権と最高監督権を付与する必要がある。こうした体制の下で、現在党委員会が独占している決定

権、執行権及び監督権をそれぞれ適切に分割しなければならない。中央を例にとると、政策決定

権については代表大会開会中は全国代表大会が、閉会中は常設委員会がそれぞれ行使する。

中央委員会は代表大会及びその常設委員会の執行機関としての役割を果たす。中央委員会が

選出した常務委員会は中央委員会閉会中、代表大会及びその常設委員会の決議や決定を執

行する。そして、それぞれの職能に従い、中央委員会は「中央執行委員会」に、常務委員会は

「中央執行委員会常務委員会」に改称する。代表大会で選出されたという意味で中央委員会と同

格である中央紀律検査委員会は監督機関として、代表大会と常設委員会に対してのみ責任を負

う。

　このように、常任制導入で代表大会の権限を強化し、さらには前述の関連措置で全委会の権限

も強化する（そのためには開催回数の適度の増加が必要）と、常務委員会制度廃止（或いは権限

曖昧化、執行機関化）の流れができる。しかし、「決定」第９項５からも明らかなように、党中央は、

自らの強力な権限を手放すことにつながるためか、常務委員会の廃止には否定的である。なお、

この問題に関し、「全国の地方党組織においては党委書記が絶大な権限を有していることが少な

くない。従って、そのようなケースにおいては、全委会のみならず常務委員会の権限を強化するこ

とで、書記個人のそれを牽制する必要性がある」との主張は31 、比較的実施しやすいという意味



で、傾聴に値するものである。

５．おわりに

　党内民主が党の意図するところに従って順調に推進された結果が、党内政治手続きのさらなる

規範化程度に止まるものだったとしても（勿論、これが党の意図するところである）、それはそれで、

政治における透明性や予測可能性の向上といった観点から、歓迎すべきことである。

　しかし、本稿で確認してきたとおり、中国共産党の進める党内民主制度改革には、それが共産

党の指導力強化を目的としていること、実験段階にあること、そして、あくまでも党内に限定されて

いることに、その特徴を見出すことができる。党内外の民主化を求める「下から」の声が大きなうね

りとなるような事態も現時点では想定できない。一方で、江沢民が３年近い時間をかけて党規約

入りにこぎつけた「３つの代表」方針に基づき、私営企業主をはじめとする「社会主義建設者」の

入党で、党内が多元化し、派閥が誕生する可能性や、やがてはそれが多党制につながっていく

可能性についても、長期的視野をもって考察していく必要もあろう。しかし、党の民主主義的政党

化を短期的に展望することは総じて非現実的である。

　党内民主制度改革に関しては、政策決定の効率化やその過程の透明性向上に期待しつつも、

当面は共産党による一党体制が継続するとの前提で、「民主」という言葉に惑わされることなく、冷

徹な目をもって向かい合うというのが、我々のとるべき基本姿勢なのである。
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